
認定経営革新等支援機関
申請について

中国経済産業局経営支援課

令和７年４月
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申請可能な方

①税務、⾦融及び企業の財務に関する専⾨的な知識を有していること
資格証明書類添付

②中⼩企業・⼩規模事業者等に対する⽀援に関し、法定業務に係る
１年以上の実務経験を含む３年以上の実務経験を有していること

財務状況の分析、事業計画書の策定⽀援、税務相談 等

③安定した事業基盤を有していること
最低１期分の決算書が必要
法人成り、事業承継などにより引き継いだ事業基盤がある場合
も含まれます
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0. 認定経営革新等支援機関登録までの流れ

✓ 認定経営革新等支援機関登録までの流れ

➀認定スケジュールの確認（中⼩企業庁ホームページ）
↓
②「GビスIDプライム」を取得する（GビスIDホームページ）
↓
③「認定経営革新等⽀援機関電子申請システム」にログイン（P４～P５）
↓
④本人情報登録（P６～P１２）
↓
⑤申請登録（P１３～P３７）
↓
⑥審査
（申請内容や添付書類に不備等がありましたら修正依頼をさせていただきます）
↓
⑦認定
（認定日に登録いただいたメールアドレスに通知いたします）
↓
⑧認定経営革新等⽀援機関として活動
（有効期限は認定日から5年間で、更新制度がございます）
（登録内容に変更が生じた場合→変更申請、活動を終了する場合→廃止届出）

本マニュアルでの説明箇所
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1. GビスIDでログイン➀

⚫ 「認定経営革新等⽀援機関電子申請システム」にGビスIDでログイン
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1. GビスIDでログイン②

⚫ 「アカウントID」を入力（※ご登録いただいたメールアドレスになります）

⚫ 「パスワード」を入力（※ワンタイムパスワードではありません。ご注意ください）
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2. 本人情報登録➀

⚫ 「氏名」を入力

⚫ 「電話番号」を入力

⚫ 「メールアドレス」を入力
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2. 本人情報登録②

⚫ 「住所」を入力

⚫ 「⽀援業種」を選択

⚫ 「対応日時」を入力
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2. 本人情報登録③

⚫ 「⽀援特徴、PR、セールスポイント、⽀援の成功例 等」を入力

⚫ 「他の⽀援機関等と連携して⽀援を行っている業種」を選択
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2. 本人情報登録④

⚫ 「認定⽀援機関の関与を要件とする補助⾦等の採択実績」を入力する

⚫ 「地域プラットフォームについて」を入力する



10

2. 本人情報登録⑤

⚫ 内容確認
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2. 本人情報登録⑥

⚫ 内容確認
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2. 本人情報登録⑦

⚫ 登録完了
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3. 申請登録➀

⚫ 申請/届出から新規申請を選択 ※更新の場合は「更新申請」
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3．申請登録②

⚫ 「個人/法人/その他（商工会・商工会議所）」の中から該当を選択

⚫ 「業種」を選択（※本マニュアルでは個人・税理士で説明いたします。）
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3．申請登録③

⚫ 「事務所又は法人名」を入力（※個人の方で屋号を登録しない場合は空欄で構いません。）

⚫ 「氏名」を入力

⚫ 「事務所の郵便番号・住所」を入力（※添付いただく証明書と記載を揃えて入力ください）
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3．申請登録④

⚫ 「事務所の郵便番号・住所・TEL・FAX」を入力

⚫ 相談受付窓口E-Mailを入力（※公開・非公開を選択）

⚫ 所在地等の情報掲載先を入力
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3．申請登録⑤

⚫ 「経営革新等⽀援業務の内容」を選択入力

⚫ 「統括責任者 登録者氏名」を入力
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3．申請登録⑥

⚫ 「フリガナ・氏名・役職・性別・生年月日・自宅の住所」を入力

（※「個人」は申請者本人のみ、「法人」「その他」は登記簿謄本に記載のある役員全員について記載ください）
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3．申請登録⑥

⚫ 「実施体制」を入力

⚫ 「実施体制（相談内容）」を選択

特別の記載がない場合は
こちらのチェックマークを選択
ください
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3．申請登録⑦

⚫ 基本方針への適合Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを確認し、チェックを入れる
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3．申請登録⑧-1（全期黒字の場合）

⚫ 「事業基盤」を入力
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3．申請登録⑧-2（決算情報なしの場合）

⚫ 「事業基盤」を入力
※収⽀予測とその根拠を入力
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3．申請登録⑧-3(赤字の場合)

⚫ 「事業基盤」を入力
※赤字理由、今後の収⽀予測とその根拠を入力

１）現在の入力を一時保存する

２）経済産業局に連絡する（０８２－２２４－５６６１）
 

＜注意＞３期連続赤字の場合は、以下ご対応ください
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3．申請登録⑧-4

⚫ 事業基盤について（補足）

 赤字の場合（共通）
赤字理由を記載いただき、赤字が発生した期分、将来の収支予測及び根拠を記載ください。

 開業後１期又は２期経過している場合
３期に満たない期分の将来の収支予測並びに根拠を記載ください。

 開業後１期経過していない場合（確定申告書または決算書を添付できない場合）
事業基盤を確認するため、原則、開業後１期経過していることを要件としております。
該当する場合は、申請前に当局にお問い合わせいただくようお願いいたします。

 所属税理士または所属弁護士の場合
「決算情報なし」を選択ください。収支予測には「所得金額」の欄に予測される給与の金額
を入力し、他の項目には「0」を入力ください。
確認書類として、確定申告書第１表又は源泉徴収票のいずれかを添付ください。
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3．申請登録⑨

⚫ 「資格又は免許を取得した年月日」を入力

⚫ 「実務者の氏名・所属部署・実務経験の内容・件数・実務経験年数（１年以上）」を
入力
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3．申請登録⑩

⚫ 「実務者の氏名・所属部署・実務経験の内容・件数・実務経験年数（３年以上）」を
入力（※実務経験の件数が余りにも少ない場合は、不認定になる可能性がございます）
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3．申請登録⑪

⚫ 内容確認

 全ての項目の入力が完了しましたら、必ず「内容確認」を押下してください

入力漏れがある箇所は、エラー表示されますので、それら全てを入力してから、
再度「内容確認」を押下してください
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3．申請登録⑫

⚫ 内容確認
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3．申請登録⑬

⚫ 内容確認
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3．申請登録⑭

⚫ 内容確認
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3．申請登録⑮

⚫ 内容確認

 全ての項目の内容確認が完了したら、
誓約書の内容をご確認の上、

チェックボックスに を入れてください

ページ最下部の「登録」を押下してください
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3．申請登録⑯

⚫ 入力完了
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3．申請登録⑰

⚫ 添付書類アップロード（※添付書類アップロードの完了をもって申請完了となります）
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3．申請登録⑱

⚫ 添付書類アップロード（補足）①

決算書過去３期分（共通／必須）
・個人→青色申告決算書の損益計算書

・個人（所属税理士・所属弁護士）→確定申告書第１表又は源泉徴収票

・法人・その他→決算書（貸借対照表と損益計算書のみで構いません）

専門的な知識を有していることを証する書類（共通／必須）
・税理士→「税理士証票」

・公認会計士→「公認会計士証票」、「開業登録通知書」、「登録証明書」のうち１つ

・弁護士→「弁護士名簿登録通知」、「身分証明書」、「登録証明書」、「会員証明書」のうち１つ

・中小企業診断士→「中小企業診断士登録証」

・上記以外の個人→「支援実績」（国・県の認定書等３件分）又は「理論研修合格証明書」

・税理士法人→「登載事項証明書」※支店を登録される場合は支店分も必要になります

・監査法人→「登録証明書」

・弁護士法人→「登録証明書」

・上記以外の法人→ 「支援実績」（国・県の認定書等３件分）又は「理論研修合格証明書」

・商工会・商工会議所→「経営発達支援計画認定書」又は

「支援実績」（国・県の認定書等３件分）

個
人

法
人

そ
の
他
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3．申請登録⑲

  使用者税理士等による承諾書（個人／該当者）
所属税理士、所属弁護士の場合は添付ください。
様式はこちらよりダウンロードください。（新規申請用、更新申請用を使い分けてください。）

 屋号に使用している資格名の証票類（個人／該当者）
（例）税理士区分で申請、登録屋号「A税理士公認会計士事務所」と申請した場合
→公認会計士の場合の「専⾨的な知識を有していることを証する書類」（前ページ参照）
を添付ください。

⚫ 添付書類アップロード（補足）②
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3．申請登録⑳

 旧姓使用に関する通知書（共通／該当者）
旧姓使用を希望する申請者または役員がいる場合は添付ください。

 実践研修合格証明書（共通／該当者）
実務経験証明書において、中⼩企業大学校の実践研修で補填する場合は添付ください。

 定款（その他（商工会議所）／該当者）
反社会的勢力等を排除するための欠格条項等に定めがあり、申請書の「役員の構成」の
記載を省略する場合のみ添付ください。

 役員リスト（法人・その他／該当者）
役員の人数が２０名を超える場合は添付ください。
様式はこちらよりダウンロードください。

  ⽀店リスト（法人・その他（商工会議所）／該当者）
登録する⽀店数が３０を超える場合は添付ください。 様式はこちらよりダウンロードください。

⚫ 添付書類アップロード（補足）③
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3．申請登録㉑

⚫ 申請完了
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4．お問合せ先

 GビズID取得に関するお問合せ
GビズID ヘルプデスク
電話：０５７０－０２３ー７９７（平日９：００－１７：００）

 電子申請システムに関するお問合せ
認定経営革新等⽀援機関電子申請システム ヘルプデスク
電話：０３－６６２６－６６４４（平日９：３０－１７：００）

 GビズID及び電子申請システム以外の問合せ
（金融機関以外の場合）
中国経済産業局 産業部 経営⽀援課
〒７３０-８５３１ 広島市中区上八丁堀６番３０号 
電話：０８２－２２４－５６５８（直通）
E-mail：bzl-cgk-ninteishien@meti.go.jp

（金融機関の場合）
中国財務局 理財部 ⾦融監督第一課・⾦融監督第二課
電話：０８２－２２１－９２２１（代表）


